
１．は じ め に

近年の公共投資削減の影響により，道路投資も大きく削減されるなか，より

効率的な道路整備が望まれている。わが国の道路投資の規模（行政投資ベー

ス）2は２００９年度には，６．５兆円となっており，ピークであった１９９５年度の１３．３兆

円に比べるとかなり減ってきてはいるものの，事業別でみると最も投資額が大

きく，公共投資総額の約２７％を占める3。地方公共財的性格を持つ道路投資の地

域間配分がどのような要因で決まっているかを明らかにすることは，道路投資

全体，ひいては，社会資本トータルの効率性を高めるためにも，経済政策的に

重要な論点となろう。また，わが国の道路投資については，効率性の観点で整

備されるというよりも，政治的なバイアスが働く可能性がしばしば指摘されて

きた4。しかしながら，道路投資に限定して，定量的に政治的要因の影響を検証

した研究はさほど多くない。本稿では，先行研究の論点を踏まえつつ，２０００年

代後半のデータも含めた実証分析により，道路投資の地域間配分と政治的要因

1 本稿は，日本財政学会第69回大会報告論文に加筆・修正したものである。データ
の収集にあたっては宮本拓郎氏（財務省財務総合政策研究所）の協力を得た。また，
学会での報告時には，討論者の山下耕治先生（福岡大学）より詳細なコメントを頂
いたほか，川崎一泰（東海大学），田中宏樹（同志社大学），中東雅樹（新潟大学）
の各先生方からも有益な示唆を頂いたことに感謝する。言うまでもなく，残る過誤
は筆者の責任である。

2 行政投資ベースの「道路」には，「街路」を含まない点に注意が必要である。
3 公共投資と道路投資総額の推移は図1に示すとおりである。道路投資が公共投資総
額に占める比重は最近20年間，約25～28%の間で安定的に推移している。

4 計量分析に拠らないものとしては，松下（2005），五十嵐・小川（2008）などがあ
げられる。
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の関係について再検証する。

公共投資や補助金の地域間配分と政治との関係については，国内外を問わず，

これまでにも様々な観点で研究が行われてきた。国外では，アメリカにおける

地方政府向け連邦支出に対する党派性や，一票の重みによる影響を実証分析に

より明らかにした代表的な研究として，Levitt and Snyder（１９９５）や Atlas. et. al.

（１９９５）などがあげられる。国内では，公共投資の地域間配分を分析したもの

として，吉野・吉田（１９８８），長峯（２００１），玉田（２０１１）などが，国庫支出金

配分と政治的要因の関係を分析したものとして，土居・芦谷（１９９７），Meyer

and Naka（１９９８，１９９９），Horiuchi and Saito（２００３）などがあげられる。これら

の研究の多くが，公共投資や補助金の地域間配分における，政権与党や選挙制

度要因の影響の存在を示唆するものになっているが，Hirano（２０１１）のように，

個々の政治家の影響力はそれほど大きくないとするものも存在し，必ずしも一

貫した結果が得られているわけではない。

また，斉藤（２０１０）は，交通インフラ投資は票田を荒らすことから，地域へ

の利益誘導としては有効ではなく，補助金を利益誘導の手段として用いてきた

可能性を示唆している。この結論は，補助金でみるのか，それとも交通インフ

ラ投資で見るのかによって，地域間配分における政治的影響力が異なることを

意味するのかもしれない。

図１ 公共投資と道路投資総額の推移 FY１９８０‐２００９

出典：総務省『行政投資実績』より作成
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そこで本稿では，交通インフラ投資の中でも，投資額が最も大きい道路に着

目して，補助金とインフラ投資で政治的な要因の働き方が異なるかを検証する。

また，公共投資の地域間配分のあり方は，道路の種類（国県道か高速道路か），

事業主体（国か都道府県か）や，時期（自民党単独政権期か連立政権期か）に

よっても異なることが考えられることから，先行研究の結果と比較しながら，

これらの点についても考慮した実証分析を行う。

本稿の構成は以下の通りである。第２節は，公共政策への政治的影響に関す

る既存の文脈を整理するとともに，補助金や公共投資の地域間配分における政

治的側面に関する論点整理を行う。第３節では，実証分析の枠組みとデータに

ついて説明し，第４節で推定結果を整理し，解釈を行う。第５節はまとめであ

る。

２．先行研究と実証分析の論点

２．１ 政府間補助金，公共投資の地域間配分と政治的要因

中央政府から地方政府に対する補助金や，中央政府の支出であっても，公共

投資をはじめとする，地域的に便益が集中する政府支出の地域間配分は，その

受益者である地域住民や，彼らの代表である政治家の党派性や，一票の格差な

どの政治制度を通じた歪みが影響によって影響を可能性があると考えられる。

アメリカにおける地方向け連邦支出と政治的要因との関係を分析した代表的

な研究としては，Levitt and Snyder（１９９５），Atlas et. al.（１９９５），Ansolabehere

et. al.（１９９５），Ansolabehere and Snyder（２００６）などがあげられる5。Levitt and

Snyder（１９９５）は，地方向け連邦支出（per capita）に民主党の得票率がプラス

の影響を与えることを示し，地方の党派性が重要であることを示している。At-

5 そのほか国外の研究としては，アメリカを対象とした Grossman（1994），オースト
ラリアを対象としたWorthington and Dollery（1998），アルバニアを対象とした Case
（2001），スウェーデンを対象とした Johansson（2003），スペインを対象とした Solé-
Ollé and Sorribas-Navarro（2008）などが存在する。一方で，インフラ投資の地域間配
分に関する研究は比較的少なく，スペインを対象とした Castells and Solé-Ollé（2005）
やフランスを対象とした Cadot et al.（2006）などがあげられる。
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las. et. al.（１９９５）や Ansolabehere et. al.（１９９５）では，主に「一票の重み」の影

響に焦点をあてており，前者では，州向けの連邦支出に対して，上院，下院と

もに連邦議会の定数不均衡が影響を与えていること，後者では，州から自治体

（county）への財政移転に対し，州議会における定数不均衡が影響を与えるこ

とを，それぞれ計量分析によって示している。Ansolabehere and Snyder（２００６）

でも，州から自治体への補助金を対象として実証分析を行っており，与党への

投票率の高い自治体は，一票の重みが重い自治体は，補助金配分において優遇

される傾向にあることが示されている。

国内でも国から地方に移転される国庫支出金や地方交付税を対象に，政治

的要因との関係を探った研究は行われており，鬼塚（１９９７），小林（１９９７），土

居・芦谷（１９９７），Meyer and Naka（１９９８，１９９９），鷲見（２０００），Horiuchi and

Saito（２００３），Hirano（２０１１）などがあげられる。このうち，小林（１９９７）は自

民党得票率と政治家のキャリアポイントが補助金配分に影響を与えている可能

性を指摘している。土居・芦谷（１９９７）では，１９５０年代から１９９０年代までの国

庫支出金の都道府県別シェアに対して，与党議員シェアがプラス，与党得票率

がマイナスになるとの実証結果から，与党議員数の多い都道府県ほど多くの補

助金が配分される一方，野党との競争が激しい県ほど多くの補助金が配分され

たとの結論を得ている。

また，Meyer and Naka（１９９９）では，都道府県への財政移転（地方交付税，

国庫支出金，地方譲与税の和）が，一票の重みや国会議員の党派性や当選回数

などの政治的特性によって影響を受けていることを示している。Horiuchi and

Saito（２００３）は，わが国の１９９４年の選挙制度改革の影響を実証的に明らかに

しようとした論文であるが，改革前後ともに，一票の重みが市町村への補助金

配分にプラスの影響を与えていることを示している。

データやモデルは異なるものの，これらの研究は概ね，地域の政治力が補助

金配分に影響を与える可能性を示しているといえる。しかしながら，政治家レ

ベルのデータを用いた Hirano（２０１１）は，任期途中における政治家の死亡と，

選挙戦における接戦度を政治力の識別に用いた結果，個々の政治家が財政移転

に及ぼす影響は小さいとの結果を得ている。
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わが国における，公共投資の地域間配分と政治的要因の関係について分析し

たものとしては，吉野・吉田（１９８８），堀（１９９６），玉田（２００５），近藤（２００８），

Tamada（２００９）など比較的多数存在し，その多くで政治変数が有意になるこ

とを確認している6。例えば，堀（１９９６）では，自民党衆議院議員数や当選回数

別自民党衆議院議員数が公共事業費（公共工事着工高）にプラスの影響を与え，

Tamada（２００９）では，政治力の指標として，自民党議席シェアを用い，通常

の OLSで推定すると，公共投資配分に対して有意に効かないものの，自民党

議席シェアの操作変数として，選挙日当日の降雨量を用いた，操作変数法によ

る推定を行うと，公共投資シェアに対してプラスに有意となることがそれぞれ

示されている7。

これらの研究の多くが，地域の政治力が補助金に対してと同様に公共投資の

配分に影響を与えたことを支持するものになっているが，斉藤（２０１０）では，

新幹線や高速道路などの交通インフラが自民党の票田を荒らすことを実証的に

示しており，「自民党政権は必ずしも自らの地盤において優先的に交通インフ

ラを建設していたわけでな」（p．１４４）く，「経済効率の高い地域に重点的にイ

ンフラを投資し，開発の遅れた地域を低開発状態に止め」（p．１４９）たとする，

従来とは異なる見解を導いている8。

２．２ 道路投資の地域間配分と政治的要因

日本の道路投資については，しばしば自民党道路族や，地方の政治家などに

よる政治的影響がしばしば指摘されてきた9が，道路投資の決定要因に関する

6 公共投資の地域間配分に関するサーベイについては，長峯（2001a）や近藤（2008）
参照。また，地方レベルの公共投資水準と政治的要因の関係について検証したもの
としては，山下（2001）や宮下（2006）などがあげられる。

7 ただし，この研究では一票の重みは有意になっていない。
8 この見解は，社会資本の地域間配分が政治要因によって歪んだ結果，非効率なも
のとなったとする従来の見解（例えば，土居2001）と一見矛盾するように見える。
しかし，自民党の公共投資に対する政治力の働き方が時期によって変容してきたと
すれば，必ずしも矛盾しないかもしれない。公共投資配分に関する実証分析の多く
は，社会資本の生産性の低下が顕著になったとされる，1970年代後半以降を対象と
している。

9 例えば，五十嵐・小川（2008），武藤（2008）などを参照。
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実証分析は少なく，小椋（１９８４），長峯（２００１b），田邊・後藤（２００５）などが

存在するのみである10。このうち，長峯（２００１）は，１９９３～１９９５年度の行政投

資データを用いて，国による直轄の道路投資と，県の道路投資を分けて，政治

的要因を考慮したクロスセクションによる回帰分析を行っているが，自民党得

票率や当選回数，大臣経験回数などの政治的要因はあまり有意とはなっていな

い。

これに対して，田邊・後藤（２００５）は，１９９８～２００２年度の県管理道路の投資

額を対象として回帰分析を行ったところ，自民党得票率がプラスに有意との結

果を得ており，道路投資に対しても政治力の影響が示唆される。ただし，この

研究ではパネル分析を行っているものの，サンプル期間が極めて限定的である

ことや，政治力を表す指標として自民党得票率のみを用いていることは改善の

余地があると思われる。

国外では，ノルウェーの道路投資の地域間配分のあり方を分析したものとし

て，Elvik（１９９５）と，Helland and So/ rensen（２００９）があげられる。Elvik（１９９５）

は，１９９０年代の国道の自治体間配分が，経済効率性で決定されたというより

も，政治的要因（地方政治家同士のログローリング）によって決定された可能

性が排除できないとしている。また，Helland and So/ rensen（２００９）は，swing

voterモデルを元に，１９７３～１９９７年までの選挙区レベルのパネルデータを用い

た実証分析を行い，道路配分に対し，各地域の租税シェアがマイナスに有意，

一票の重みがプラスに有意となるほか，swing voterの密度に関わる変数として

用いた，政党への固着度（party identification）がマイナス，限界的投票者の密

度（cut-point density）がプラスにそれぞれ有意となっており，浮動票の多い地

区をターゲットにして配分が手厚く行われるという，swing voterモデルと整合

的な結果を得ている。

２．３ 実証分析の論点

以上の先行研究の系譜を踏まえると，補助金や公共投資の地域間配分と政治

10 道路の効率性については，中里（2001），林（2004），湯之上・福重（2004）などが
ある。
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的要因については，これまでにある程度明らかにされてきたと考えられる。し

かしながら，公共投資の中でも特定の事業に着目した研究は少ないように思わ

れる。特に道路事業については，投資規模は大きいことから，地域間配分の要

因を明らかにすることに一定の意義があると思われるし，インフラ投資が自民

党の票田を荒らしてきた，とする斉藤（２０１０）の知見を再確認するうえでも，

政治的要因を考慮した実証分析を行うことは重要であろう。

計量分析を行うにあたっての論点としてはまず，政治的変数として何を用い

るかという問題があげられる。既存の研究では，一票の重みや自民党の影響力

を考慮するものが多いが，国政については衆議院のみの影響を考慮したものが

ほとんどであり，参議院の影響を考慮したものは少ない。また，公共投資の多

くが地方負担を伴って行われることを考えれば，地方の政治力（たとえば，地

方議会の影響）を考慮することも重要と考えられる。しかしながら，国政と地

方政治の双方の影響を考慮したものも少ない。

また，長峯（２００１b）が指摘するような政治変数にまつわる解釈の難しさも

ある。例えば，自民党の得票率は，地域間配分においてマイナスに検出される

ケースが少なからずある。たとえば，Horiuchi and Saito（２００３）では，この結

果を支持率の低い地域の票を買ったためと解釈しているが，自民党が自らの地

盤に利益を誘導しているならば，プラスになることもありうる。このように，

政治変数をどのように選択し，定義するかについては，他の政治変数との兼ね

合いもあるが，慎重に検討すべき問題であるといえる。

もう一つの論点としては，しばしば政治変数の内生性が議論されている。例

えば，自民党の支持率を表す変数は，政策による影響を受ける可能性があると

すれば，外生であるとは言い難く，内生変数であるにもかかわらず通常の OLS

で推定すれば，推定量にバイアスが生じる。これに対して，Horiuchi and Saito

（２００９）は，投票率の操作変数として，Tamada（２００９）では，自民党議席シェ

アの操作変数として，選挙日当日の降雨量を用いて，同時性バイアスに対処し

ようとしている。これらの試みは，望ましい推定量を得る上で有益であると考

えられるが，同時に複数の政治的な要因を考慮することは一般に難しくなる。

Horiuchi and Saito（２００３）のように制度の変更や，Hirano（２０１１）のような，

道路投資における政治的要因の実証分析 －４７－
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候補者の死亡など外生的なショックを用いる自然実験的研究もやはり同じよう

な難点がある。

これらの論点に配慮しながら，以下では，道路投資および補助金の地域間配

分と国，地方の多様な政治要因との関係について実証分析を行うこととする。

３．実証分析の枠組みとデータ

３．１ 実証分析の枠組み

本稿では，都道府県単位のデータを用いた標準的なパネル分析によって，道

路投資と補助金の地域間配分のあり方を明らかにする。各都道府県の道路投資

額および，補助金額を従属変数とし，これらの資金配分に影響を与えると考え

られる統御変数等を考慮した上で，政治変数を独立変数として含めることによ

り，政治的影響が働いているかどうかを見る。

従属変数を yitとすると，推定式の基本的な枠組みは以下の通りである。

ここでは Polit政治変数群，Xitは統御変数群，RDitは道路投資に関係する変

数群，ciは個体方向の固定効果ダミー，dtは時点方向の固定効果ダミーをそれ

ぞれ表すものとする。サンプル期間は，１９８０～２００８年度を基準とするが，１９９０

年代以降の政治環境の変化を踏まえて，連立政権が常態化した１９９４年度以降と

それ以前にサンプルを分割した推定も行う。

３．２ 変数の定義とデータ

まず，従属変数として用いる道路投資と補助金について説明する。道路投資

については，国県道と高速道路を対象とし，前者は国主体のものと都道府県主

体のものに分けられる。このうち，国主体のものはいわゆる直轄事業であり，

地方から直轄事業交付金を受けて，基本的には国費を投じて実施される。これ

に対して，県主体のものには，補助事業と単独事業からなり，補助事業は国か

らの国庫支出金と都道府県の財源を用いて実施される。本稿では，国による資

－４８－ 道路投資における政治的要因の実証分析
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金配分に着目するという観点で，国県道の国が事業主体となる事業の国費分

（直轄国県道国費）と，都道府県が事業主体となる事業の国費分（補助国県道

国費）をそれぞれ従属変数として用いることとした。これらの国県道の投資額

の出典は，総務省の『行政投資実績』であり，サンプル期間における投資額の

推移は図２の通りである。

また，道路投資についてはその種類によっても，地域間配分のあり方が異な

る可能性があると考え，国県道のほかに，高速道路の投資額を従属変数に用い

ることとした。高速道路の投資額としては，国土交通省『道路統計年報』の日

本道路公団総括表における建設費の計数を用いた。ただし，高速道路の年度別

投資額は年によって大きく変動するので，前後の年を含む３ヵ年の移動平均値

を用いることにした。また，日本道路公団の民営化によって，都道府県別支出

額が道路統計年報において，２００３年度を最後に掲載が取りやめになっているた

め，高速道路投資額を従属変数とする場合は，サンプル期間が１９８１～２００２年度

となっており，サンプル期間が若干異なっていることに注意が必要である11。

補助金のデータとしては，Meyer and Naka（１９９９），Horiuchi and Saito（２００３）

を参考に，国から各都道府県への国庫支出金と地方交付税の総額（都道府県分

11 高速道路建設費の推移（1980～2003年度）は図3に示すとおりである。

図２ 道路投資実績（国県道・国費分）の推移 FY１９８０‐２００９

出典：総務省『行政投資実績』より作成

道路投資における政治的要因の実証分析 －４９－
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と市町村分の合計）を用いることとした。この補助金のデータを含め，従属変

数はいずれも per capitaであり，都道府県別のデフレータによって２０００年価格

に実質化の上12，対数値を用いている。

次に説明変数のうち，政治変数について説明する。第２節でも述べたように，

地域の政治力をどう測るかが重要なポイントとなるが，本稿では，（１）国政に

おける自民党の影響力13，（２）地方議会における自民党の影響力，（３）その他の

与党の選挙動機の３点を考える。

具体的には，（１）の指標としては，各都道府県の自民党国会議員数と自民党

得票率を用いる。ただし，自民党議員数は実数ではなく，人口１人当たりの国

会議員数の全国平均に対する比率を用いる14。また，これまでの研究の多くが

12 実質化の方法は，以下の通りである。内閣府「都道府県別経済財政モデル」の公
的固定資本形成と政府最終消費支出の名目値と実質値から，公的資本形成デフレー
タ，政府最終消費支出デフレータを算出する。その上で，名目値の国県道投資額と
高速道路投資額に公的固定資本形成デフレータを，政府最終消費デフレータをそれ
ぞれ掛け合わせて求めた。

13 自民党の政治力に着目するのは，分析対象期間の大半において，自民党が政権与
党の座にあったからである。しかしながら，2000年代以降，国土交通大臣のポスト
は，連立政権のパートナーである，公明党（もしくは保守党）に譲るケースが多く
なっている。公共事業の規模が減少傾向であったこととあわせると，自民党による
政治力は働き難くなっているかもしれない。

14 このような操作を行うのは，衆議院，参議院ともに総定数が時期によって異なる
ことに対処するためと，地域間の政治力の差を測るためである。

図３ 高速道路建設費の推移 FY１９８０‐２００３

出典：国土交通省『道路統計年報』より作成

－５０－ 道路投資における政治的要因の実証分析



衆議院議員だけを対象としていたが，ここでは参議院の自民党議員数も考慮す

る。自民党が自らの地盤に道路や補助金を優先的に配分するという意味での政

治力をもつならば，この回帰係数はプラスとなることが期待される。一方で，

自民党得票率については，自民党の議席数を一定としたときの，選挙戦におけ

る接戦度を近似する指標と考え，自民党が議席を最大化すべく接戦を強いられ

ている都道府県に多く道路や補助金を配分しているとすれば，この回帰係数は

マイナスになることが考えられる。（２）の指標としては，各都道府県議会にお

ける自民党所属議員数の全国平均に対する相対値を用いることにした。計算の

方法は，（１）の自民党議員数と同様である。（３）の指標としては，投票率とイデ

オロギーや政党の好みに関して中立的な地域をターゲットにするという swing

voterモデルで示唆されるような側面を捉える変数として，限界的投票者率を

用いることにした。投票率が高い地域は，一般に政策に対する感応度が高いと

考えられ，政策的に優遇される可能性がある。限界的投票者の指標としては，

�明るい選挙推進協会が国政選挙ごとに行う世論調査『衆議院総選挙の実態』

の「この１０年間同一政党に投票しているか」という質問項目における，「政党

を変えた」割合を用いることにした15。政党支持の変化は，様々な要素によっ

て影響を受けるだろうが，固定効果によって，時期的，地域的な差異をコント

ロールすることを考えると，限界的投票者の密度をある程度近似する指標とな

りうると判断した。

統御変数としては，道路投資，補助金に共通するものとして，所得水準（人

口１人当たり都道府県別実質 GDP），租税負担シェア16（各都道府県別国税徴

収決定済額÷全国値），有効求人倍率，年少人口比率，老年人口比率，財政力

指数（都道府県）を用いる。

道路投資に関する変数としては，公共工事受注による利益を受ける建設業の

政治力を代理する変数として，建設業就業者比率を17，道路整備への需要を代

15 ただし，�明るい選挙推進委員会『衆議院選挙の実態：世論調査原資料』では，
都道府県別のデータは得られず，地域ブロック別のデータである。サンプルが多く
ないことを考えると，かなり粗いデータではある。

16 これは，Helland and So/ rensen（2009）に倣ったものである。しかしながら，歳入面
において分権度の低いわが国において，この指標が持つ意味はやや曖昧である。

道路投資における政治的要因の実証分析 －５１－



理する変数として，道路整備水準（国県道延長÷総面積），自動車台数伸び率

を用いることにした。データの出典は補論，記述統計は表１にそれぞれ示す通

りである。

４．推 定 結 果

推定結果は，表２～５に示すとおりである。フルサンプルの推定期間は，

１９８０～２００８年度であるが，フルサンプルによる結果だけでなく，自民党による

単独政権が中心であった１９９３年まで（単独政権期）と，連立政権が常態化した

１９９４年度以降（連立政権期）を分けたサブサンプルによる推定結果も掲載して

いる。また，推定方法はダミー変数最小二乗法（LSDV）であるが，個体方向

17 したがって，建設業就業者比率も政治変数とみなせるが，本稿では与党の政治力と
インセンティブに直接結びつくと判断される変数を政治変数と分類することにした。

表１ 記述統計

変 数 平 均 標準偏差 最大値 最小値

独立変数
自民党議員数（衆議院） １．２７８ ０．５２８ ２．８８５ ０．０００
自民党議員数（参議院） １．５５１ １．０３５ ５．５４３ ０．０００
自民党得票率 ０．４９１ ０．１２５ ０．８０９ ０．１５３
自民党議席数（地方） １．４６３ ０．６８９ ３．４８２ ０．２０３
限界的投票者率 ０．３３４ ０．０８２ ０．５０５ ０．１８２
投票率 ０．７１４ ０．０７８ ０．８７６ ０．５３４
所得水準＊ １．１２８ ０．２３６ ２．０３２ ０．５１２
租税負担シェア ０．０２１ ０．０４８ ０．３８８ ０．００２
有効求人倍率 ０．７６０ ０．４１４ ２．４４０ ０．１３０
建設業就業者比率 ０．１０１ ０．０１４ ０．１４４ ０．０６８
道路整備水準＊ －５．１６８ ０．３３５ －４．３８４ －６．１４７
自動車台数伸び率 ０．０３２ ０．０１５ ０．０７３ －０．００５
年少人口比率 ０．１８４ ０．０３２ ０．２９５ ０．１１８
老年人口比率 ０．１４８ ０．０４０ ０．２６１ ０．０６４
財政力指数（都道府県） ０．４８１ ０．２３２ １．６４０ ０．１９７

従属変数
直轄国県道国費＊ ３．０９９ ０．６５１ ４．９１７ １．５０８
補助国県道国費＊ １．８１３ ０．７９１ ３．５５９ －１．０７３
高速道路建設費＊ １．７１６ １．７１１ ４．２５０ －６．９０８
補助金総額＊ ５．６２５ ０．５５６ ６．６４９ ３．９８４

注：＊印がついた変数は対数値であることを表す。

－５２－ 道路投資における政治的要因の実証分析



表２ 道路投資配分の決定要因（従属変数：直轄国県道国費）

推定方法：LSDV

推定期間
１９８０‐２００８ １９８０‐１９９３ １９９４‐２００８

（１） （２） （３） （４） （５） （６）

自民党議員数（衆議院） ０．１６５＊＊ ０．１８４＊＊ ０．２３６＊＊ ０．２６５＊＊ ０．１２７＊ ０．１０７†

（３．１４５） （３．２５１） （３．８３６） （４．６８８） （２．５７２） （１．８２２）

自民党議員数（参議院） －０．００６ ０．００７ －０．０４１＊ －０．０５６＊＊ ０．０３５＊＊ ０．０５３＊＊

（－０．３２４） （０．３３２） （－２．０８６） （－２．６５９） （２．７７９） （３．３９０）

自民党得票率 －０．８６５＊＊ －１．０２１＊＊ －１．０３０＊＊ －１．１９７＊＊ －０．６０７＊＊ －０．４５５†

（－３．１７０） （－４．２０１） （－４．１４３） （－４．４３６） （－３．２４８） （－１．９５４）

自民党議員数（地方） ０．１２８＊ ０．０９４＊ ０．４４４＊＊ ０．４６３＊＊ ０．３６３＊＊ ０．２５７＊＊

（２．４３９） （２．２５８） （４．３９６） （４．８８３） （５．２１７） （４．３４４）

限界的投票者率 ０．３２０＊ ０．３６１＊ －０．３６７† －０．３４４† －０．０１９ ０．２６９
（２．１５３） （２．２９６） （－１．８１２） （－１．６７８） （－０．０９８） （１．５０６）

投票率 －０．１３６ －０．３５７ －０．１１５ －１．１９９† １．２１３ －１．９１９＊＊

（－０．２０１） （－０．７４２） （－０．３６０） （－１．７６４） （１．４４１） （－２．７７０）

所得水準 ０．３４９ ０．２１５ ０．０５１ ０．０６６ －０．５３７ －０．１６１
（１．２１４） （０．６８１） （０．２４５） （０．１７０） （－１．１６３） （－０．３４６）

租税負担シェア －０．５７３† －０．４９７† －０．７７５ －０．６７１ －１．３４９＊＊ －１．２５８＊

（－１．６９８） （－１．８４８） （－０．７４８） （－０．５８１） （－２．５９４） （－２．４３９）

有効求人倍率 －０．２３０＊＊ －０．２５９＊＊ －０．２０３＊＊ －０．０６０ －０．６２２＊＊ －０．４２８＊＊

（－２．７４１） （－３．４７９） （－４．９３８） （－１．０８２） （－６．０２０） （－５．５７０）

建設業就業者比率 ２３．６０７＊＊ ５．４８８† ４．４９２ ２．０８７ ２２．７０３＊＊ ７．９５４†

（５．８６４） （１．６５７） （１．２１４） （０．４０８） （５．８９７） （１．８８７）

道路整備水準 －６．８１３＊＊ －６．１６３＊＊ －１２．３２７＊＊ －１２．３５６＊＊ ２．３２７† ２．７７５＊

（－６．０１０） （－６．４２６） （－５．６３７） （－５．２１３） （１．６８４） （２．１１３）

自動車台数伸び率 ４．９０９＊ ３．３０６ ５．２２８＊＊ ４．８６８† －１７．７３２＊＊ －３２．２３３＊＊

（２．０３１） （１．５０９） （３．５１９） （１．９１８） （－２．６７６） （－７．１４０）

固定効果
個体方向 Yes Yes Yes Yes Yes Yes
時間方向 No Yes No Yes No Yes

標本規模 １３６３ １３６３ ６５８ ６５８ ７０５ ７０５
R 2 ０．５７７ ０．６３１ ０．６９７ ０．６９６ ０．７６３ ０．８００

注１：（ ）内はWhiteの一致性のある標準偏差を用いて計算した t値。
注２：係数の＊＊は１％有意水準で有意，＊は５％水準で有意，†は１０％水準で有意であることを示す。
注３：説明変数のうちコントロール変数である，年少人口比率，老年人口比率，財政力指数の結果

は割愛している。
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表３ 道路投資配分の決定要因（従属変数：補助国県道国費）

推定方法：LSDV

推定期間
１９８０－２００８ １９８０－１９９３ １９９４－２００８

（１） （２） （３） （４） （５） （６）

自民党議員数（衆議院） ０．１４１＊＊ ０．０２６＊ ０．０３５ ０．００３ ０．０６７＊＊ ０．０４６＊＊

（３．９２１） （２．２４１） （１．４３７） （０．２２９） （３．８５０） （２．７２０）

自民党議員数（参議院） －０．０３６＊＊ －０．０１５† ０．００３ －０．０１２＊＊ －０．０３３＊＊ －０．０２４＊＊

（－３．８０５） （－１．９２４） （０．１８２） （－２．５４５） （－３．６７６） （－２．９９０）

自民党得票率 －０．７５８＊＊ ０．０１３ －０．４０１＊ －０．０４３ ０．０７９ ０．１１９
（－３．８２６） （０．１５３） （－２．２４８） （－０．８００） （０．６３３） （１．２３２）

自民党議員数（地方） ０．１２７＊＊ ０．０９４＊＊ ０．０２０ ０．０５１＊＊ ０．１０３＊ ０．０７７＊

（５．５７２） （８．０７０） （０．６８３） （４．２４９） （２．４７４） （２．３２３）

限界的投票者率 ０．０７２ －０．０１４ －０．４１２＊＊ －０．２７７＊＊ ０．００８ ０．１１５
（１．３０４） （－０．２５０） （－３．７６３） （－５．６７８） （０．１０９） （１．５５４）

投票率 －０．３３５ －０．０７８ ０．４５０ ０．１９５ －０．２２７ －０．１１３
（－０．７５９） （－０．３６５） （１．１６９） （１．０５１） （－０．４６８） （－０．５６４）

所得水準 －０．１６４ －０．０４０ －１．２１４＊＊ －０．１５４† －０．３４５† －０．１５０
（－０．８９１） （－０．４９９） （－５．１６２） （－１．８５２） （－１．８５６） （－０．９４１）

租税負担シェア －０．４４３＊ －０．０１１ －１．４２６＊＊ －０．４９０ －０．４００ －０．３５６
（－２．１５６） （－０．０８４） （－３．０９０） （－１．５０８） （－１．４３３） （－１．５７５）

有効求人倍率 －０．０８３ ０．１４６＊＊ －０．２４９† －０．０７０＊＊ －０．１１６ ０．１３７
（－０．９１１） （６．１１８） （－１．７８７） （－７．１０４） （－１．３３２） （２．８１９）

建設業就業者比率 １５．４０６＊＊ １．１１０ ５．２８０† ２．６４２＊＊ １２．５４４＊＊ ０．５７５
（７．４２４） （０．９６１） （１．８２５） （２．１８３） （６．６６０） （０．４３７）

道路整備水準 －２．０８２＊＊ －０．８４５＊＊ －３．４６６＊＊ －１．４１０＊＊ １．５６２＊ ０．９３７
（－３．４１４） （－２．９３６） （－５．８４９） （－２．９６４） （２．００５） （１．０８３）

自動車台数伸び率 －０．７３３ ２．８２４＊＊ －１０．５４５＊＊ －１．６８９＊＊ ２．１９５ ４．８９５＊＊

（－０．２０９） （２．１２０） （－２．８９６） （－２．９７８） （０．７００） （２．３１７）

固定効果
個体方向 Yes Yes Yes Yes Yes Yes
時間方向 No Yes No Yes No Yes

標本規模 １３６３ １３６３ ６５８ ６５８ ７０５ ７０５
R 2 ０．９２４ ０．９６１ ０．９６５ ０．９９１ ０．９５５ ０．９６４

注１：（ ）内はWhiteの一致性のある標準偏差を用いて計算した t値。
注２：係数の＊＊は１％有意水準で有意，＊は５％水準で有意，†は１０％水準で有意であることを示す。
注３：説明変数のうちコントロール変数である，年少人口比率，老年人口比率，財政力指数の結果

は割愛している。
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表４ 道路投資配分の決定要因（従属変数：高速道路建設費）

推定方法：LSDV

推定期間
１９８１－２００２ １９８１－１９９３ １９９４－２００２

（１） （２） （３） （４） （５） （６）

自民党議員数（衆議院） ０．０６５ ０．１９５ ０．０８７ ０．１３７ ０．２８９† ０．２７５
（０．４２１） （１．１１１） （０．４０２） （０．５７７） （１．７６１） （１．５７８）

自民党議員数（参議院） ０．０９０ ０．０７４ －０．１４８ －０．１７９ ０．１５７＊＊ ０．１６８＊＊

（１．５７７） （１．１４６） （－１．０９３） （－１．２４１） （３．１９０） （３．３４２）

自民党得票率 －０．１０６ －１．２９０ －２．７８５＊ －３．４５７＊＊ －１．６３０ －１．６７８
（－０．１４８） （－１．６２２） （－２．１５７） （－２．８４８） （－１．４４３） （－１．３９１）

自民党議員数（地方） ０．１１０ ０．２０１ １．３８２＊＊ １．４６５＊＊ －０．０２３ ０．００３
（０．５５８） （０．９５６） （４．１９３） （４．５５９） （－０．４８７） （０．０６８）

限界的投票者率 １．０７５† １．２９３＊ ０．３１１ ０．４３４ １．６９８＊＊ １．５８９＊＊

（１．９３９） （２．４１６） （０．５７６） （０．７４２） （４．２３５） （４．０６０）

投票率 －０．５７３ ０．９４３ －０．６６６ －２．９４３＊ －１．２５７ －１．４９２
（－１．１１２） （０．８２５） （－０．４９０） （－２．０９７） （－０．９７８） （－０．６３８）

所得水準 ２．９１６＊＊ ３．４５８＊＊ ２．０４８＊ ２．８６４＊ ３．７９５＊＊ ４．７１３＊＊

（５．３０２） （３．９１５） （２．１７４） （２．２９０） （５．７０９） （１３．３２４）

租税負担シェア －０．２９６ －０．３９６ ０．３４６ ０．８６７ ０．４３４ ０．５７９
（－０．４７７） （－０．６０５） （０．１３８） （０．２８５） （０．８２０） （１．３０２）

有効求人倍率 －０．８８０＊＊ －０．８７８＊＊ －０．５３５＊＊ －０．１５６ ０．２５８ ０．７４７＊＊

（－９．５９２） （－３．７７７） （－２．６４７） （－０．４１９） （１．５１１） （２．８９０）

建設業就業者比率 ２１．２４６＊ １８．０８７ ２．０５１ －７．３１６ ３９．７３１＊ ４４．７２４＊＊

（２．５４２） （１．４５８） （０．１１４） （－０．３３７） （２．１０２） （２．６６３）

道路整備水準 －１５．５８８＊＊ －１７．４８２＊＊ －２６．７８６＊＊ －２４．９６０＊＊ －３．４５４＊ －２．７１１
（－６．２５６） （－６．７２０） （－４．８６７） （－４．３１７） （－２．０１４） （－１．４４３）

自動車台数伸び率 ０．２０２ －２．９２３ ２２．２８７＊＊ ８．００３ ５．１５８ －３．８５６
（０．０３９） （－０．２９０） （４．１７４） （０．４５８） （０．５５７） （－０．３２５）

固定効果
個体方向 Yes Yes Yes Yes Yes Yes
時間方向 No Yes No Yes No Yes

標本規模 １０３４ １０３４ ６１１ ６１１ ４２３ ４２３
R 2 ０．５７１ ０．５６９ ０．６７３ ０．６７０ ０．８０５ ０．８０５

注１：（ ）内はWhiteの一致性のある標準偏差を用いて計算した t値。
注２：係数の＊＊は１％有意水準で有意，＊は５％水準で有意，†は１０％水準で有意であることを示す。
注３：説明変数のうちコントロール変数である，年少人口比率，老年人口比率，財政力指数の結果

は割愛している。
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だけのダミーを考慮するケースと，時間方向のダミーを考慮するケースの２通

りの結果を示している18。

まず，直轄国県道国費の配分に関する推定結果（表２）を見ると，衆議院の

18 これは，政治変数が都道府県や時期によっては変動が少ないため，固定効果と完
全な多重共線性を持たないまでも，強く相関し，識別が難しくなるケースがあるため
である。

表５ 補助金配分の決定要因（従属変数：補助金総額）

推定方法：LSDV

推定期間
１９８０－２００８ １９８０－１９９３ １９９４－２００８

（１） （２） （３） （４） （５） （６）

自民党議員数（衆議院） ０．０４６＊＊ －０．００２ －０．００４ ０．０１０ ０．００９ －０．００１
（４．３１４） （－０．６７０） （－０．４５０） （１．２６２） （１．２７０） （－０．２１６）

自民党議員数（参議院） －０．００３ ０．００３ ０．０００ －０．００１ －０．００４† ０．０００
（－０．９５０） （０．９４８） （－０．０９０） （－０．３２１） （－１．７９７） （０．０４７）

自民党得票率 －０．３９１＊＊ －０．０２９ ０．０３５ ０．０３４ －０．０７４＊ －０．０２８
（－７．１０６） （－０．９９８） （０．５９８） （０．９６０） （－２．３７９） （－１．４１５）

自民党議員数（地方） ０．０２６＊＊ ０．０００ －０．００９ －０．０１７＊ ０．０１８＊ ０．０１３＊＊

（４．０７４） （０．１００） （－１．４７２） （－２．３１６） （２．２７１） （２．６９５）

限界的投票者率 ０．１０４＊＊ ０．０３１＊ ０．０１６ ０．００４ ０．０３４ ０．００７
（４．８１６） （１．９９８） （０．５３８） （０．１２７） （０．９６３） （０．２９２）

投票率 －０．２３４ －０．０４３ ０．７９７＊＊ ０．２３５＊＊ －０．７１９＊ －０．２０５
（－０．８７４） （－０．４２５） （４．３２５） （３．３２３） （－２．４６８） （－１．５２９）

所得水準 ０．３０２＊＊ －０．１４９＊＊ －０．２１７＊＊ －０．１５９＊＊ －０．２８１＊ －０．１２８†

（４．６８９） （－４．５９２） （－３．４７１） （－４．５４２） （－２．１００） （－１．６６１）

租税負担シェア ０．０１４ ０．１０９ ０．６０６＊＊ ０．３８６＊＊ －０．２３３＊ －０．０８９
（０．１２２） （１．０５３） （４．３６９） （２．７７２） （－２．１４３） （－０．７８９）

有効求人倍率 －０．０３７ －０．０３３＊ ０．０７８＊＊ －０．０２１† －０．２６９＊＊ －０．１１５＊＊

（－１．２２５） （－２．１４２） （２．５９２） （－１．６５８） （－５．６０５） （－４．９２９）

固定効果
個体方向 Yes Yes Yes Yes Yes Yes
時間方向 No Yes No Yes No Yes

標本規模 １３６３ １３６３ ６５８ ６５８ ７０５ ７０５
R 2 ０．９６９ ０．９９１ ０．９９２ ０．９９５ ０．９８１ ０．９９２

注１：（ ）内はWhiteの一致性のある標準偏差を用いて計算した t値。
注２：係数の＊＊は１％有意水準で有意，＊は５％水準で有意，†は１０％水準で有意であることを示す。
注３：説明変数のうちコントロール変数である，年少人口比率，老年人口比率，財政力指数の結果

は割愛している。
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自民党議席数はプラスに有意になっているほか，自民党の得票率は比較的安定

的にマイナスに有意となっており，自民党は相対的に多くの議席を抱えるとい

う点で「地盤」となる地域に直轄道路投資を多く配分しているが，議席の影響

をコントロールすると，相対的に選挙で接戦となっている都道府県において，

道路投資の配分を多めにしている可能性が示唆される。

また，地方の自民党議員数がいずれの時期においても安定的にプラスに有意

となっており，国会議員だけでなく，地方議会における自民党所属議員数の多

寡も，直轄事業の道路投資配分を左右した可能性があるといえる。

一方で，参議院の自民党議席数は，フルサンプルで見ると有意になっておら

ず，サブサンプルで見ると，連立政権期に入ってからプラスに有意となってい

るが，係数が安定しておらず，道路投資配分に系統的な影響を与えているとは

判断しがたい。その他の政治的要因として考慮した投票率は想定される符号条

件を満たしておらず，限界的投票者率は，フルサンプルで swing voterモデル

が想定するのと整合的な結果が得られているが，サブサンプルにおいては，安

定した結果が得られていない。これは，限界的投票者のデータの精度が必ずし

も高くないことや，その他の政治変数との識別が難しいからかもしれない。

統御変数についてみると，租税負担シェアが概ねマイナスに推定されている

ことから，国税負担の重い都道府県への配分は少なくなる傾向にあること，有

効求人倍率がやはりマイナスに推定されていることから，地域の景気動向を睨

んで配分されている側面があることも伺える。また，建設業就業者比率が，単

独政権期には有意ではないものの，プラスに推定されていることから，長峯

（２００１b）や山下（２００１）が指摘するような，公共工事の受注者としての利益

を受ける地方の建設業者のロビー活動や投票行動が，国直轄事業にも影響を与

えることを示すものかもしれない19。

道路投資整備への需要をコントロールする変数については，フルサンプルで

みると，道路整備水準がマイナスに有意，自動車台数伸び率がプラスとなって

いる。つまり，道路ストックが不十分な都道府県ほど，また，自動車の伸びが

19 ただし，両者の因果関係を断定することについては留保が必要である。
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著しく，道路混雑がひどくなりがちな都道府県ほど道路投資を優先的に行って

きたと解釈できる。ただし，１９９４年度以降に限定したサブサンプルによる推定

では，符号が逆転しており，これまでとは直轄道路の配分のあり方が変わって

きた可能性があることが示唆される。

次に，補助国県道国費の配分に関する推定結果（表３）を確認する。政治変

数では，フルサンプルにおいては，直轄国県道のケースと同じく，衆議院の自

民党議席数がプラスに有意となっているほか，自民党得票率は時間方向のダ

ミーを考慮しない固定効果モデル（推定式（１））でみると，マイナスに有意と

なっていることが確認できる。ただし，時間方向のダミーを考慮すると有意で

なくなることから，強い影響を与えているとは判断できない。参議院の自民党

議席数については，マイナスに有意となっており，政治的な影響力が働いてい

るとはいえない。ただし，地方の自民党議員数は概ねプラスに有意となってい

る。以上を考慮すると，補助事業の道路投資配分にも自民党の政治力はある程

度働いたと考えられるものの，直轄道路ほどには強く効いていないことを意味

するのかもしれない。

統御変数について見ると，必ずしも有意でないものの，租税負担シェアと有

効求人倍率がマイナス，建設業就業者比率がプラスとなっており，概ね直轄道

路と同様の結果が得られている。また，道路需要に関係する変数もフルサンプ

ルで見ると，道路整備水準に対してはマイナス，自動車伸び率に対してはプラ

スとなっており，ある程度道路需要に沿った配分になっている可能性が示唆さ

れる。

続いて，高速道路建設費の配分に関する推定結果（表４）を確認する。これ

によると，直轄国県道，補助国県道でプラスの影響が見られた，衆議院の自民

党議席数の係数はプラスであるものの通常の水準では有意ではなく，参議院の

自民党議席数や自民党得票率，地方の自民党議員数も一部を除いてあまり有意

でない。この推定結果から判断する限り，高速道路の地域間配分については，

自民党による「我田引鉄」的な利益誘導は強くなかったと考えられる。この結

果は，「高速道路などの有益なインフラは一旦整備されると，有権者は自民党

に投票する動機をなくし，票田を荒らすから，利益誘導の手段として有効でな
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い」とした，斉藤（２０１０）の議論とも整合的に解釈することができる20。

その他の変数については，フルサンプルでみると，有効求人倍率がマイナス，

建設業就業者がプラスに推定されており，高速道路も景気対策としての側面や

地方の利益団体による影響は伺える。道路整備水準は，一貫してマイナスに推

定されており，道路密度の低い地域で，高速道路の整備が進んできたことを示

している。

最後に，補助金の配分に関する推定結果（表５）を確認してみると，フルサ

ンプルの時間方向のダミーを考慮しない定式化（推定式（１））において，衆議

院の自民党議席数がプラスに有意，自民党得票率がマイナスに有意となってい

て，国県道と同様の結果が得られているほかは，政治的変数はおしなべて有意

ではない。ただし，地方の自民党議席数は，一部の時期においてプラスに有意

となっている。この結果から直ちに自民党の政治的影響力が無いとは言えない

ものの，少なくとも，補助金配分と比較して，道路投資配分に対して政治的影

響力が働き難いとは判断できないだろう。統御変数では，所得水準が一部を除

いて，強くマイナスに有意に計測されている。補助金に含まれている，地方交

付税が財政調整的な色彩が強いことを考えれば，当然の結果と考えられる。な

お，全般的に必ずしも安定的な結果が得られていないが，統御変数間もしくは，

統御変数と政治変数の相関による多重共線性によるものかもしれない。

５．ま と め

本稿では，これまでにしばしば政治的な歪みが働くことが指摘されていなが

ら，必ずしも十分に定量的な分析が行われてこなかった，道路投資の地域間配

分の決定要因を明らかにするために，１９８０年代から２０００年代後半までのわが国

のデータを用いた実証分析を行った。

実証分析では，これまでにわが国でも行われてきた，補助金配分の政治経済

学的分析の枠組みを参考に，道路向けの国費配分がどのように行われているか

20 ただし厳密に言えば，高速道路の効率性や地域経済への貢献も整備区間によって
大きく異なるので，一概に経済的に有益なインフラであるとは言いきれないだろう。
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を明らかにするために，国県道のうち，国が事業主体となる事業の国費分（直

轄国県道国費）と，都道府県が事業主体となる事業の国費分（補助国県道国費）

に加え，高速道路投資（日本道路公団建設費）と補助金（国庫支出金＋地方交

付税）の４つを対象として，回帰分析を行った。

推定結果から，直轄国県道，補助国県道ともに，自民党による政治的な影響

力が認められ，特に直轄国県道においては，衆議院の自民党議員数が多い都道

府県ほど，道路投資配分が多くなるが，議席数を一定とすると，自民党の得票

率が高い都道府県ほど，道路投資配分は少なくなっている可能性が明らかにさ

れた21。これは，土居・芦谷（１９９７）で補助金について明らかにされたのと同

様に，自民党の地盤に手厚く利益を配分しながらも，選挙における競争度の高

い県に戦略的に補助金等を配分することにより，議席数の維持を図ってきた結

果と考えることができる。また，本稿では，既存研究ではあまり考慮されてい

ない，参議院議員の影響と地方議会の影響力も検証した。その結果，前者の影

響は限定的であるが，後者については，都道府県議会の自民党議員数が，道路

投資配分にプラスの影響を与えている可能性が確認された。それに対して，高

速道路投資や補助金配分については，強い政治的な影響力は認められなかっ

た22。

本稿で得られたような，道路投資配分における政治的な影響が，時代や党派

性によって普遍的なものであるかどうか，より綿密な検討が必要であるが，道

路投資の質の向上が求められる中で，政治的な歪みが極力働かないような，制

度設計が望まれるだろう。

なお，本稿では道路投資配分において政治的影響が働くことをある程度示す

ことができたと考えられるが，結果の頑健性についてはより一層の検討が必要

である。例えば，政治変数の内生性は，ラグをとっているとはいえ，十分に対

応できていない。また，国会議員が選挙区単位で選出されることを考えれば，

21 与党の政治力は，選挙に近づいているかどうかによっても異なる可能性がある（い
わゆる，政治的予算循環の議論）。選挙のタイミングとの関係については今後の課題
としたい。

22 ただし，政治力の定義など，分析の枠組みにより結果が変わる可能性は否定でき
ない。
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都道府県は分析単位として大きすぎるかもしれない。選挙区単位や市町村単位

の分析が望まれるだろう。さらに，２００９年度以降の政権交代の影響も分析すべ

き点と思われる。これらは今後の課題である。

補論 データの出典

１．従属変数
・「直轄国県道国費」，「補助国県道国費」

総務省（旧自治省）『行政投資実績』各年版
・「高速道路建設費」
国土交通省（旧建設省）『道路統計年報』各年版

・「補助金総額」
総務省（旧自治省）『地方財政統計年報』各年版

２．独立変数
・「自民党議員数（衆議院）」，「自民党得票率」，「投票率」
総務省（旧自治省）「衆議院議員総選挙・最高裁判所裁判官国民審査結果調』

・「自民党議員数（参議院）」
総務省（旧自治省）「参議院議員通常選挙結果調』

・「自民党議員数（地方）」
総務省（旧自治省）「地方公共団体の議会の議員及び長の所属党派別人員調等」

・「限界的投票者率」
�明るい選挙推進協会『衆議院総選挙の実態：世論調査結果・原資料』
・「租税負担シェア」
国税庁『国税庁統計年報書』各年度版

・「有効求人倍率」，「年少人口比率」，「老年人口比率」，「自動車台数伸び率」，人口，面積
総務省「社会・人口統計体系」

・「建設業就業者比率」
総務省（旧総務庁統計局）『国勢調査報告』，『就業構造基本調査報告』
（ただし，データが得られない年度については線形補完を行っている。）

・「道路整備水準」
国土交通省（旧建設省）『道路統計年報』各年版

・「財政力指数」
総務省（旧自治省）『地方財政統計年報』各年版

・「所得水準」（都道府県別実質 GDP）
内閣府「都道府県別経済財政モデル・データベース：データ推定結果（県民経済計算）」
http://www5.cao.go.jp/keizai3/database.html
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